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衆院選挙制度調査会が今日答申  
いまこそ民意が届く選挙制度を 

 衆議院議長の諮問機関である「衆議院選挙制度に関する調査会」は、1月 14日議長に答申します。 

答申の概要は各報道機関が伝えています。それによると、①10議席の定数削減（比例部分 4、小

選挙区部分 6、計 10議席）で総定数を 465議席にする、②1票の格差を是正するために都道府県に

割り振る小選挙区の数の計算式を「アダムス方式」にする、③都道府県の小選挙区の数の見直しを

国勢調査にもとづいて、5年または 10年ごとに見直す、などとするものです。 

「各政党が公約に定数削減を掲げていた」こと、1票の格差問題では、より人口に比例して配分

するとして新方式に切り替えること、その時々の大規模もしくは簡易の国勢調査結果から 2倍を超

えないようにすることとしています。 

民意無視の現行制度の見直しこそ課題 
 現行の小選挙区比例代表並立制のもとで自民党の支持は絶対得票率は 17％に過ぎません。にもかかわ

らず、小選挙区では 8割の議席を占めています。民意が全く反映されていないことは誰の目にも明らか

です。そのもとで安倍政権は、多数によって戦争法が強行採決されるなど国民の声を無視し、民主主義

を踏みにじっています。 

今こそ民意が届く選挙制度を─11団体が 25日に選挙制度を考える学習集会 
 民意が届く選挙制度の実現は急務です。 

 全労連、自由法曹団、新日本婦人の会、婦人民主クラブなど 2011年から民意が届く選挙制度実現め

ざし活動してきた 11団体の呼びかけで「民意が届く選挙制度の実現を！選挙制度を考える 1・25学習

集会」が衆議院第 2議員会館多目的会議室で開催されます。【チラシ別添】 

学習集会では中野晃一上智大学教授が講演します。戦争法廃止、そのための野党共闘実現でともにた

たかっている中野教授による、今日のゆがんだ現行制度をするどく告発が期待されます。また全党の協

議で毎回、小選挙区制の問題点を追及、民意が届く選挙制度の実現を訴え、「現行制度の検証」を全党

の合意とする原動力となった穀田恵二日本共産党国会対策委員長も報告します。 

今年は女性参政権 70年、夏の参院選から 18歳選挙権行使が実施されます。選挙制度をめぐっては話

題に事欠きません。多数の参加で、「民意が反映する選挙制度実現」の声と運動を大きくしましょう。 

 

【戦争法廃止のスローガン】 

私たちの目標は「戦争法廃止」  
そのために私たちは今、 

2000万人統一署名を推進しつつ、 
旺盛な国会論戦/「廃止法案」提出/真剣な野党間協議 

を野党各党に強く求めます  
そして、参院選─野党共闘で自公を少数に追い込みましょう  

市民は団結！ 野党は共闘！ 
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